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1． 緒言 
 高知県は Table 1-1に示すように面積の 83％が森林であり、高知県の北東部の梁瀬杉などの全国

的に有名な木材の産地である。近年、過疎化や林業に携わる人の高齢化、安価な外材の輸入によ

り、日本全体では 1966 年に 67％だった木材の自給率が 1998 年には 20％に低下し 1966 年に 44

万人もいた林業従事者は 2000 年には 9万人以下となっている。 

Fig. 1-1では製材工場数及び動力出力数を示す。平成 13 年 12 月 31 日現在の製材工場数（製

材用動力の出力数が 7.5ＫＷ未満の工場を除く）は 173 工場で、製材品の需要の低迷により、前年

に比べ６工場(3.4％)減少している。また、製材用動力の総出力数は２万 4,605KW で、前年に比べ

891ＫＷ(3.5％)減少したものの､１工場当たりの出力数は前年並みの 142.2KW となっている。 

また、製材工場(12 月操業工場のみ)の従業者数は 1,349 人で、前年に比べ 130 人(8.8％)減少し

ている（Fig.1-2）。これを製材用動力の出力階層別にみると｢300.0KW 以上｣の階層で、 前年に比べ

44 人(14.6％)と最も多く減少し、次いで｢37.5～75.0KW｣の階層で 40 人(12.1％)減少している。この

結果、１工場当たりの従業者数は7.8人で、前年に比べ0.5人減少している。また輸入相手国のカナ

ダでは最も伐採の進む地域のひとつであるブリティッシュコロンビア州では、皆伐や道路建設による

土壌浸食や著しい水質汚染の被害を被っており、サケなどの生物や食物連鎖全体を脅かしており、

地球上の森林の面積は 34 億 5400 万ヘクタールであるが、森林面積は 15 年間で 1 億 8000 ヘクタ

ール減少している。これは後数百年で森林が消えるといっても過言でなく、先進国が年間 2000 万ヘ

クタール植林をしているといっても森林の減少量に歯止めがかかるわけでなく、大きな問題となって

いる。 

しかし、最近では森林の水源涵養能力を保持するために、森林を管理するための費用の一部を

受益者が負担すべきであるという考えから、該当する森林の流域に関連する住民や企業の水道料

金に税金を上乗せするなどの手法が検討されている。高知県、北海道、岩手県などが水源税として

導入を検討しており、海外でも南アフリカなどが検討しているなど新しい試みもできている。 

また高知県の梼原町では、グローバル・スタンダードの一つである FSC 認証*1 を取得している。

FSC によって、環境保護に配慮した持続可能な管理が行われていると認証された森林からの木材を

流通させている。木材の生産だけでなく日本は世界的な木材消費国という現状で、森林保護につい

て町民が理解し、改善していく道を生産者と消費者が相互に考えていくことができている。この研究

で建築物をつかった LCA にしたのには先ほどの森林の問題もあるが、住宅には多くの木材が使わ

れているといったことや、またプレハブ住宅などバラエティに富んだ建築方法により金額面やデザイ

ンなど、多種多様な家作りが行われている。最近は木材をあまり使わない住宅などにより木材の需要

自体も低下している(Table 1-2)。しかしその建築方法(輸送を含めて)が環境に対してはどのような影

響があるかまだ知られてない部分が多いのも実情である。工業製品の｢ゆりかご｣から「墓場」まです
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べての考えられる段階での環境負荷を導き出す手法の一つに LCA という考え方がある。 

 

本研究は、高知県産の木材（杉、檜）を使った木造住宅のライフサイクルアセスメント（以下 LCA）

を行うための予備的な検討である。環境負荷としては、地球温暖化の主要原因とされる二酸化炭素

（CO2）の排出量に注目して、ライフサイクル全体に渡る関与量を計算する。LCA では、まず製品を

構成する原材料の採掘（木材の場合は山林の植樹・育成・伐採）から、製品を構成する部品の製造、

製品の出荷から配送の輸送、使用とメンテナンス、そして再利用・リサイクル・廃棄される処分段階ま

での中で消費されるエネルギー量や地球温暖化ガス効果などの環境負荷を求める必要がある。国

際標準 ISO 14000 シリーズに準拠した LCA では、「目的と範囲の設定」、「インベントリ分析」、「イン

パクト評価」を経て「結果の解釈」を行うものとされているが、本研究では設計・施工までの段階に絞

って環境負荷を定量化する試みを行った。在来の木軸工法と輸入外材を使ったプレハブ住宅など

の比較を検討した。今回の検討では住宅の基本構造（屋根・柱・壁・床）に限定し、トイレや台所など

の付帯設備は対象としなかった。本研究のためのソフトウェアとして、(財)産業環境管理協会の

JEMAI-LCA Ver.1.1.3 と東芝エンジニヤリング(株)の Easy-LCA Ver3.16b を用いた。 

なお、本研究は土佐経済同友会の環境問題委員会（高村禎二委員長）の協力の下に行ってい

る。 

 

--------------------------------------------------------------------------------- 

 

*1 FSC 認証(森林認証制度)とは，「適正な森林管理」が行われていることを，一定の基準に照らして，

独立した第三者機関が審査・認証する制度である。ＦＳＣ（Forest Stewardship Council 森林管理協

議会）による森林認証制度はその一つで，世界で最も広く展開している。ＦＳＣが定める基準は，環

境，社会，経済の３つの側面から見て適正な森林管理であることを要求している。つまり，ＦＳＣの認

証を取得した森林管理主体（個人の林業経営者や林業会社，森林組合などのグループなど）は，適

正な森林管理を行っているという「お墨付き」を得ることになる。ＦＳＣの認証を受けた森林から出る木

材やそれを加工した木材製品には，ＦＳＣのトレードマーク（ラベル）をつけることができることにより、

環境への関心の高い消費者が，森林破壊によって生産された木材製品を避け，選択的に環境にや

さしい木材製品を購入することができる。 

 森林認証制度には，ＦＳＣの他に欧州中心に展開するＰＥＦＣ（Pan-European Forest Certification），

アメリカで展開されている林産業界主導のＳＦＩ（Sustainable Forestry Initiative），カナダで展開され

ているＣＳＡ（Canadian Standards Association）などがある。 

--------------------------------------------------------------------------------- 
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Table 1-1 全国に占める高知県林業の地位 

 

対 全

国

比％

全国 上位３位 
項 目 単位 全国 高知県

 順位 １位 ２位 ３位 

総土地面積 千 ha 37,787 710 1.9 18 北海道 岩手県 福島県

森 森林面積 千 ha 24,441 592 2.4 11 北海道 岩手県 長野県

林 森林面積率 ％ 65 83 － 1 高知県 岐阜県 島根県

資 民有林面積 千 ha 17,209 469 2.7 10 北海道 岩手県 岐阜県

源 国有林面積 千 ha 7,231 123 1.7 14 北海道 青森県 秋田県

  人工林面積 千 ha 10,338 388 3.8 5 北海道 岩手県 長野県

  人工林率 ％ 42 66 － 2 佐賀県 高知県 福岡県

  保安林面積 千 ha 9,473 139 1.5 25 北海道 長野県 新潟県

林 林家数 千戸 1,019 26 2.6 14 広島県 北海道 岩手県

・ 森林組合数 組合 1,174 32 2.7 8 北海道 岐阜県 兵庫県

事 
組合作業班員

数 
人 29,592 1,182 4 5 熊本県 宮崎県 島根県

業 林業労働者数 人 － 2,080 － － － － －

体 製材工場数 工場 11,692 179 1.5 33 三重県 岐阜県 新潟県

生 生産林業所得 千万円 35,187 875 2.5 17 長野県 北海道 新潟県

産 林業粗生産額 千万円 53,110 1,144 2.2 17 北海道 長野県 新潟県

額 素材生産量 千 m3 17,987 448 2.5 12 北海道 宮崎県 岩手県

・ 
民有林生産

量 
千m3 15,487 315 2 16 北海道 岩手県 宮崎県

  ｽｷﾞ生産量 千m3 7,776 226 2.9 12 宮崎県 大分県 熊本県

  ﾋﾉｷ生産量 千m3 2,313 177 7.7 3 三重県 岐阜県 高知県

  

  

広葉樹生産

量 
千m3 3,467 26 0.7 24 北海道 岩手県 福島県

  木炭生産量 ｔ 56,457 1,052 1.9 16 岩手県 北海道 福島県

  生椎茸生産量 ｔ 67,224 378 0.6 43 群馬県 北海道 岩手県

  乾椎茸生産量 ｔ 5,236 59 1.1 15 大分県 宮崎県 岩手県

  
木材・木製品 

製造品出荷額 
億円 50,980 336 0.7 43 愛知県 静岡県 北海道
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http://www.pref.kochi.jp/̃seisaku/kochiringyo14/genkyou/tii.htm 

 

 

 

 

http://www.kochi.info.maff.go.jp/toukei_joho/tj14/tj1405.html 

Fig. 1-1 製材工場数の推移(製材用動力の出力階層別) 

 

 

http://www.kochi.info.maff.go.jp/toukei_joho/tj14/tj1405.html 

Fig.1-2 動力階層別従業者数 
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Table.1-2 製材用素材入荷量(高知県) 

                                                 単位｛入荷量：千 m3、比率：％｝  

国産材 外材 

南洋材 

区分 計 
小計 
針葉

樹 
広葉樹 小計

計 
ラワン

材 

米材
北洋

材 

ニュー

ジー 

ランド

材 

その他 

平．8 789 389 389 0 400 9 1 48 1 335 7

9 729 370 369 1 359 7 1 41 2 305 4

10 644 326 325 1 318 6 0 36 1 270 5

11 590 310 309 1 280 3 1 28 1 244 4

12 593 307 306 1 286 6 0 20 0 255 5

13 520 277 276 1 243 3 1 17 0 216 7

対前

年比 
87.7 90.2 90.2 100.0 85.0 50.0 … 85.0 … 84.7 140.0

構成

比 
100.0 53.3 53.1 0.2 46.7 0.6 0.2 3.3 … 41.5 1.3

http://www.kochi.info.maff.go.jp/toukei_joho/tj14/tj1405.html 
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2. LCA の説明と使用ソフト 

2-1 LCA の方法 

LCA とは製品の一生（製品自身の製造段階だけではなく、製品を構成する原材料の採掘段階、

製品を構成する部品・材料の製造段階や、製品の出荷から使用者に届けられるまでの流通段階、使

用者による製品の使用とそれに伴う修理・メンテナンスを含む使用段階、使用者の手を離れた製品

が再使用・リサイクル・廃棄される処分段階の全て）の過程で投入されるエネルギー量、材料の使用

量、排出される CO２、SＯx，ＮＯｘなどの数値を使って計算し環境への影響を評価する手法である。

以下に LCA 調査を実施する手順を Fig.2-1に示す。 

 

 

 

Fig.2-1 ライフサイクルアセスメントの概念図 

 

 

 

1) 目的と調査範囲の設定（System Boundary） 

まずＬＣＡを実施する目的を事前に明確にします。具体的には、用途、実施する理由、結果を伝える

相手の三項目を決めます。そして製品のライフサイクルの範囲を決める。 

 

2) インベントリ分析(Inventory Analysis) 
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製品のライフサイクルの中の各工程に対する環境負荷データ（投入エネルギーや資源消費、各環境

負荷物質の排出）を、ライフサイクル全体で算出、推定する段階である。 

このインベントリ分析には、積み上げ法と産業連関法がある。積み上げ法とは、製品がどのように作ら

れたかを需要側から過程を遡って調査していく方法である。積み上げ法の利点は、具体的にプロセ

スを検討するため、インベントリの作成根拠が明確にできるということである。またその欠点は、すべて

のプロセスを網羅するためには多大な作業を要し、また、それはほとんど不可能なことである。また、

インベントリデータについても一般化できるほどの客観性は少ないということもあげられる。 

 産業連関法とは、原材料やエネルギーがどのように配分されたかを供給側からトップダウンで調査

していく方法である。この方法では産業連関表を用いる。産業連関表とは、ある期間における産業、

家計、政府、海外等の各経済主体間の財やサービスの流れを行列形式で体系的に表現した統計表

である。産業連関法の利点は、産業連関表で詳細化された部門間の関係を明らかにしておくことに

より、ある製品のインベントリを理論的に算出できるということである。ただし、産業連関法を用いる場

合は、部門数の不足、既存のインフラ整備に要したインベントリの影響が無視されていること、新技術

やリサイクルのようにまだ産業連関表に取り入れられていないものに関する分析ができないことなど

に注意する必要がある。 

 

Table 2-1 産業連関表による環境負荷原単位データブック（国立環境研） 
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3) 環境影響評価 (Impact Analysis) 

インベントリ分析で得られた結果を、ＣＯ2、ＳＯx、ＮＯx が関係する「地球温暖化」やＣＯＤ*2、ＢＯＤ

*3、SS*4、T‐Ｎ*5、T‐P*6 が関係する「水質汚濁」などの環境影響項目に分類し、各項目ごとに環境

影響の程度を評価する。 

 

4) 結果の解釈 (Interpretation) 

先ほど行ったインベントリ分析や環境影響評価から得られた結果を元に、製品の与える影響や改善

点などをまとめる段階である。 

これらの 4 つの各段階を視覚的にあらわすと次の Fig2-2 である。 

 

 

 

 

Fig.2-2  ISO14000 シリーズに準拠した LCA の手順と考え方 

 

いままでのＬＣＡの説明を総合的にすると次のようになります。 
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Fig.2-3  LCA の３つのフェイズの概念図 (原田幸明) 

 

---------------------------------------------------------------------------------- 

*2 COD(化学的酸素要求量) 

COD は Chemical Oxygen Demand の略で、化学的酸素要求量ともよばれる。水中の被酸化物質、

主として有機物を酸化剤によって酸化するときに消費される酸素の量をいう。主に海域と湖沼の汚濁

の指標としてもちいられ、排水基準や環境基準にも利用されている。 COD の測定法にはいろいろ

な方法があるが、基本的には過マンガン酸カリウム KMnO4 を用いる方法と二クロム酸カリウム

K2Cr2O7 を用いる方法に大別される。いずれの方法も検水に一定過剰量の酸化剤をくわえ、一定時

間に消費されたO2(酸素)量を ppm(100万分の 1、重量の百万分率)であらわす。測定値は、もちいた

酸化剤の種類や濃度、反応時間などによってことなるので、データを比較する場合には注意を要す

る。日本では、排水基準規制や環境基準には過マンガン酸カリウムをもちいた CODMn 法をつかって

いるが、アメリカ合衆国やヨーロッパでは二クロム酸カリウムをもちいた CODCr法がつかわれている。 

 

*3 BOD(生物化学的酸素要求量) 

BOD は Biochemical Oxygen Demand の略で、生物化学的酸素要求量ともよばれる。有機物汚濁の

度合いをはかる指標で、生物が好気的生物化学反応により、水中の有機物を分解する際に消費す

る酸素量をいう。  
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BOD は 1 段階(生物によって比較的分解されやすい有機物の酸化)と 2 段階(硝化作用および分解

が比較的困難な有機物の酸化)に区別される。下水・廃水の汚染度をあらわすのに、通常 20℃で 5

日間に消費される酸素の mg/リットルまたは ppm を用いる。 COD が主に海域や湖沼での排水基準

や環境基準にもちいられるのに対して、BOD は河川でもちいられる。  

河川では水の滞留時間が短く、その間に川の水中の酸素を減少させるような物質、つまり生物によ

って酸化されやすい有機物がおもな規制の対象となるが、海域や湖沼では水の滞留時間が長いた

めに、有機物の全量を規制の対象にする必要があるからである。しかし、検水中に毒物質がふくまれ

ている場合には正確な BOD の測定ができないため、COD がもちいられる。また、COD は BOD にく

らべて短時間で測定できる利点もある。 

 

*4 ＳＳ（懸濁物質、浮遊物質） 

Suspended Solid の略で単位はmg/Ｌ。水中に分散している固形物で検水をろ過した時に分離され

る物質で粒径２mm 以下のものをいう。１リットル中に１mg この物質が含まれる水は１mg/L である。水

質汚染の原因となる。また河川に汚泥床を形成し、懸濁物質が有機物である場合には腐敗して水中

の溶存酸素を消費する。魚類のえらに付着してへい死させ、光の透過を妨害し植物の光合成に障

害を与える。魚の産卵場、ノリの養殖場等への沈着などがある。 

 

*5 Ｔ-Ｎ(総窒素) 

Total Nitrogen 全窒素ともいう。単位は mg/Ｌ。窒素を含む化合物の総称。 

 工場排水および天然水中に存在する窒素化合物の形態を大別すると、無機態窒素と有機態窒素

の二つに大別される。 

○無機態窒素……アンモニア態窒素（ＮＨ４－Ｎ）、亜硝酸態窒素（ＮＯ２－Ｎ）、 

硝酸態窒素（ＮＯ３－Ｎ） 

○有機態窒素…人間などの生活廃棄物などに含まれるアミノ態、蛋白態などの 

含窒素有機化合物、その他工場排水中に含まれる含窒素有機化合物など。 

特に有機態窒素は水中で硝化生物による作用を受け、ＮＨ４
＋ →ＮＯ２

－ →ＮＯ3
－に分解酸化さ

れる。硝酸イオンは安定で、植物の肥料として摂取され、この植物を動物が食料に今日したのち、再

び排せつ物として有機態窒素が水中に排出され、この生物作用は循環する。 

 

*6 Ｔ-Ｐ（総リン） 
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Total Phosphorus 全リンともいう。単位は mg/Ｌ。天然に燐灰石などのような燐酸塩として算出する。

複雑な有機化合物として生物体の重要な部分をなす。排水中のリン化合物は有機態リン、無機態リ

ンの二つの形態に大別することができる。工場排水及び天然水中のリン化合物の挙動は極めて複

雑で水中の微生物活動及び化学的作用を受けて、リン化合物の形態は変化しやすい。最終的には

酸化及び加水分解を受けてオルトリン酸塩になり、溶存状態または懸濁状態で存在する。 

--------------------------------------------------------------------------------- 
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2‐2 ISO14000 シリーズとしての LCA 

 

ISO14000 シリーズとは、ISO/TC207 で制定された、環境マネジメントに関する一連の国際規格を

さし、これらの規格群の中核をなす規格が、ISO14001(環境マネジメントシステム)である。  

 ISO14001には、企業活動、製品及びサービスの環境負荷の低減といった環境パフォーマンスの改

善を実施する仕組みが継続的に改善されるシステム[環境マネジメントシステム(EMS：Environmental 

Management System)]を構築するための要求事項が規定されている。 

具体的には、まず組織の最高経営層が環境方針を立て、その実現のために計画(Plan)し、それを実
施及び運用(Do)し、その結果を点検及び是正(Check)し、もし不都合があったならそれを見直し
(Act)、再度計画を立てるというシステム(PDCAサイクル)を構築し、このシステムを継続的に実施する
ことによって、環境負荷の低減や事故の未然防止が行われる。 

ISO において、LCA は環境マネジメント規格の一つとして扱われ、1993 年より TC207/SC5 で審議さ

れてきた（TC：テクニカルコミティー、SC：サブコミティー）。その一般原則である ISO14040 は９７年に

発行された。さらにインベントリ分析（14041）、インパクト評価（14042）および解釈（14043）について現

在標準化されている。またこれらは、そのまま JIS(日本工業規格)に反映されている。 

 

 

 

Fig.2-3 PDCA サイクルの概念図 
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2-3 JEMAI-LCA 

JEMAI-LCAは、製品の環境負荷を定量的に把握し評価するLCA手法の実施を支援するＰＣソフ

トである。独立行政法人 産業技術総合研究所 ライフサイクルアセスメント研究センター（旧資源環

境研究所 NIRE）が開発したソフトウェアの特許使用許諾を得て販売されている。使いやすく、豊富な

データベースを搭載しており、LCA 調査報告書作成支援機能も付いている。また、LCA は国際規格

14000 シリーズに準拠しているので、環境調和型製品作りに取り組む設計者をはじめ製品の環境評

価に係わる人々に有効なソフトウェアである。そのほかに「解釈」の中で報告書の作成を支援する。

設定どおりにしたがって必要事項を記入・選択することで、ISO に準拠した報告書を作成できる。 

データベースは Easy－LCA と同じように産業連関表を利用している。 

 

 

Fig.2-4 JEMAI-LCA のオープニング画面 

 

動作環境 

ハードウェア 

- CPU PentiumII 400MHz 以上または同等品 

- メモリ 64Mbyte 以上（128Mbyte 以上を推奨） 

- ハードディスク 右記の OS を塔載した上で、120Mbyte 以上の空き容量 

- ディスプレィ 800×600 ドット以上表示可能  

ソフトウェア 

- OS Microsoft Windows 95/98/NT 
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2-4 Easy－LCA の説明 

  Easy－LCAは、東芝エンジニアリング(株)から販売されてるLCAソフトウェアで、製品等の対象物

の原材料調達から廃棄に至るまでのライフサイクルを“製品構成情報(原材料)”、“製品構成情報(製

造)”、“輸送情報“、“使用情報”、“リサイクル情報”、“廃棄情報”の6情報に分類して各々の環境負

荷を算出し、それらを合計することによって対象物のライフサイクルにおける環境負荷を計算できる。 

搭載しているデータベースについては、最新の産業連関表（1999 年発行）を用いた産業連関分析

手法により構築された原単位データベースを搭載している。選択できる素材・材料製品の項目数が、

約2700種類あるデータベースである。国内における産業の波及効果だけでなく海外で発生している

環境負荷も考慮している。またこのデータベースは、化石燃料の燃焼による環境負荷を算出して、

“CO2 排出量”、“SOｘ排出量”、“NOｘ排出量“、“エネルギー使用量”、の 4 種類の環境影響項目と

「流域別下水道整備計画調査資料 指針と解説」を拠り所に算出した“BOD 排出量”、“COD 排出

量”、“SS 排出量“、“T‐P 排出量”、“T‐N 排出量”、の 5 項目の全 9 インベントリを計算できる。そし

て計算されて結果により最大 3種類の製品を比較しグラフにすることができる。 

 

Fig.2-5 Easy-LCA の製品構成画面 

 

この画面では製品を登録し原材料・製造情報登録、製品輸送登録情報、使用登録情報、リサイクル

情報登録、廃棄情報登録の各画面に行くことができる。 

動作環境                 

ハードウェア 

- CPU PentiumII 400MHz 以上または同等品 

- メモリ 64Mbyte 以上（128Mbyte 以上を推奨） 

- ハードディスク 右記の OS を塔載した上で、100Mbyte 以上の空き容量 

- ディスプレィ 800×600 ドット以上表示可能  

ソフトウェア 

- OS Microsoft Windows 95/98/NT 

 

 15



3.住宅の LCA の調査範囲の設定 

今回、建物のLCAを行うにあたり、日本建築学会が1997年に日本建築学会が制定した建築物の

LCA指針をベースに調査を行った。建築物の LCA（ライフサイクルアセスメント）は、「日本建築学会

地球環境行動計画（1997 年策定）」の重点研究に位置づけられている。この背景としては、あらゆる

製品・サービスを対象とした LCA が 1997 年 6 月に ISO14040(ＬＣＡの原則と枠組み)という国際規

格となり、建築分野としても早急な実用化が求められることとなった。この LCA の主要な要素を構成

しているのが地球温暖化影響に関わる生涯二酸化炭素放出量（LCCO2） である。本指針案は、

1997 年 12 月に日本建築学会が公表した声明「建築物のLCCO2の 30%削減、耐用年数 3 倍 100

年以上を目指すべき」を受けて、地球温暖化影響に関わる LCCO２の実用的な算定手法を中心とし

た建物の LCA 手法の一例とそのためのデータベースを提案したものである。 

 

今回の調査するにあたって、建設地は高知市、床面積は日本の平均の４0 坪(133m2)、建物の階

数は２階建ての 3 タイプの住宅を建設すると仮定した。住宅の工法は在来工法（木造軸組工法）、2

×4工法と、鉄骨プレハブ工法の３種類を比較した。比較の方法として、在来工法は国産材、2×4工

法は海外材、鉄骨は鉄骨の骨組みだけを比較した。また在来工法は、高知県嶺北産の檜、2×4 工

法は、シアトルまで 300km の地点の森林の檜、鉄骨プレハブ工法は原料となる鉄鉱石はオーストラリ

ア産(ピルバラ地区でダンピアまで 300km の地点)とする。ここでアメリカ産木材を使っているのは、Ｆｉ

ｇ.３-１に示すように、北米産木材が３分の１を占めていることがわかる。また輸入されている木材の種

類はベイマツが多いが、ここではベイヒノキを使用して計算している。その理由は、LCA をするにあた

り、材料をそろえるといったことをしないといけないからである。 

 

Fig.3-1 日本が木材を輸入している国 

http://www.minnanomori.com/use/u_info01/u_105.html 
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住宅のＬＣＡに必要なデータとして次の６つのステップに分けることができる。本来のLCAではこれ

らのすべてのステップを考慮すべきであるが、本研究では時間の制約により最初の 3段階資材製造

段階と運搬段階と施工段階だけを取り上げた。また建築資材となる檜について日本とアメリカの木材、

素材の質に関しては同じとする。 

住宅には、家屋の基本構造ばかりでなく、基礎や屋根瓦など水周りなどほかの部分も比較する必

要があるが、今後の課題としたい。 

 

資材製造段階 

資材運搬段階 

施工段階 

運用段階 

補修段階 

解体廃棄段階 

Fig.3-2 建築学会のガイドラインによる住宅のライフサイクル 

 

これら 3 段階のそれぞれにおける CO2排出量は建築学会のガイドラインにある以下の式により求

めた。 

 

1) 資材製造に伴うCO2排出量 

    Σ（資材使用量 × 資材 CO2排出量） 

2) 資材運搬段階によるCO2排出量 

    Σ（積載率 × 資材の重さ × 運送距離 × 貨物輸送の種類） 

3) 施工工事におけるCO2排出量 

    Σ（現場工事CO2排出量） 
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3-2 各工法の説明と CO2排出量 

  

3-2-1 在来工法 

在来工法は、日本の伝統的な木造軸組み構造のことで、土台・柱・梁・筋交いなどで荷重を支え

ている。また好みや予算の面で木材の融通がきき、敷地対応力、設計の自由度が高い。 しかし施

工技術に熟練が必要なので、個人差があり仕事のばらつきがでやすい。 

 

Fig.3-1 在来工法による住宅建築の様子(高知市内) 

 

在来工法における CO2排出量の計算 

 

高知県産檜(嶺北)が育苗から建築工事までの過程は次のように仮定した。 

 

育苗 → 植林 → 間伐 → 育成 → 伐採 → 製材 → 輸送 → 建築工事 

 

育苗から伐採まで 

在来工法に必要とされる木の本数は木材住宅の使用木材量と樹木の材積量から求めることがで

きる。まず、1 錬辺あたり使用量は材木の使用量は、在来工法は 26.5m3 である。1 本の木を 1 トンと

する。その木の使用できる木材の部分を半分の 500Kg とする。また成長段階で間伐、植林の手入れ

なども考える、間伐は半数の木を間引きするとする。檜の気乾比重*70.41 であるから在来工法の総

檜の本数は 90 本となるから育てることになる。この 90 本という値を EASY－LCA ならびに JEMAI－

LCA のソフトに入れると育林する段階でに排出される、CO2量は 8kg となる。 

-------------------------------------------------------------------------------- 

気乾比重*7 気乾比重とは、気乾比重-気乾時の重量/気乾時の容量（気乾状態の標準としてわが国

では含水率 15％が用いられる。） 
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伐採 

２０ｔトラック 育苗 

１００ km 

製材 
建築 

 

 

Fig.3-2 高知県産ひのきの輸送経路 

 

製材 

木材は近くの製材所で建築資材とし、ディーゼルエンジンの 20 トントラックに積載し高知市の建設

現場まで運搬する。建築資材加工時の CO2発生量は文献 1)より 1t 当たり 0.15t の CO2を排出し、

在来工法に使われる檜の総量は 18.1t を加工時に排出される CO2発生量は、2715kg となる。 

 

輸送 

輸送距離は 100km とし、区間の燃費は 0.8km/L を採用した。叉、軽油の二酸化炭素係数は

2.64(kg-CO2/L)である。この 20 トントラックで輸送される間の二酸化炭素量は、 

軽油の使用量(輸送距離×燃費)×二酸化炭素係数より 328.7kg の CO2放出量を特定できる。 

 

建築工事 

建設現場ではすでに基礎は終わっているとし、その上に木造住宅を建設する。 

建設日数と必要な重機(クレーン)、人員(15 人)、建設者を送迎するバス、建築機材を積むトラックを

考えると、必要な機材とその CO2排出量は次の 2)文献より定められた Table3-1 から引用する。 
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Table 3-1 建築用機器の CO2排出原単位 

機 械 名 諸 元 1 時間当りの CO2排出量（kg） 

普通トラック 積載重量 4t 5.3 

ホイールクレーン 吊上能力 15t 8.7 

発動発電機 60KVA 7.1 

マイクロバス 15 人乗り 2.7 

 

在来工法の・柱・梁・筋交いの住宅の枠の部分を建設できる日数は1週間とする。1日の建築時間

を 8 時間、従業員の送迎時間を 1 時間、トラックによる輸送(建設機材、材料)も 1 時間とすると、CO2

総排出量は 1,413.3kg となる。 

 

在来工法は資材製造段階から施工段階まで 4,464kg の CO2が発生する。 
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3-2-2 2×4 工法 

 

2×4工法はパネルで箱状に組み立てられるので、耐震性や耐火性に強く、気密性も優れている。

使用される木材もアメリカなどの外材が大半である。在来工法と比べて木材の量が少なくてすむ構造

である。その理由は、木材を組み合わせるときに、接着剤や金具で止めるために十分な強度を得ら

れる。しかし、在来工法よりも設計の自由度が低く制限が多いようである。  

 

Fig.3-3 高知市内の 2×4 工法の住宅建築現場 

 

2×4 工法での CO2 排出量 

アメリカ(シアトル)郊外(300km)から建築工事までの過程は次のとおりである。 

 

天然の木 → 切り出し → 鉄道輸送 → 集積地(シアトル) →  

 

船で運搬(神戸まで) → 製材 → トラック輸送 → 建築工事 
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8073km 天然林伐採 300km 

北米航路 

製材・加工 ２×４住宅 
 

Fig.3-4 北米産ひのきの輸送過程 

 

天然の木を切り出しから集積地(シアトル)まで輸送 

求めることができる。まず、1 錬辺あたり使用量は材木の使用量は、2×4 工法は 19.3m3である。1

本の木を1 トンとする。使用できる木材の部分を半分の500Kg とする。檜の気乾比重0.41であるから 

64 本の木からできている。 

次に切り出された 64 トンの木材を集積地から森林鉄道(ディーゼル機関車)でアメリカ(シアトル)ま

で運搬するとし、ディーゼル機関車の燃費は文献 3)より軽油 0.0128(L/t･km)、運搬距離運搬距離は

300kmとした。245.7L×2.64 (kg- CO2/L)の式により鉄道により648.8kgのCO2発生量が求められる。 

 

船で運搬(神戸まで) 

シアトルからから日本(神戸)まで木材運搬船（総重量 4.2 万トン）で運搬する。この木材運搬船はコ

ンテナ船のパナマックス級(５～７万トン)船舶による輸送とし、運搬距離 8,073km とし計算した。またこ

の船舶は日本まで木材を輸送したのち、空の船が帰ると考える。 

船舶の燃費を文献 4)より Table3－2に示す。 

 

Table 3-2 海上輸送時の燃費 

 

 

 

 

船舶 工程 単位 Ｃ重油 

パナマックス級船舶(一般炭) 航海時 kg/t･km 0.000935 

〃 碇泊時 kg/t 0.231667 
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海上輸送時の CO2発生量は燃料消費量(航海時+碇泊時＝483.1+14.8＝497.9)×C 重油の CO2

排出量 2.94(kg- CO2/L)/C 重油の密度は 0.93t/m
3であり 1574kg の CO2排出量を排出する。 

 

製材 

日本(神戸)に輸入してから建築資材に加工する。木材は近くの製材所で建築資材とし、ディーゼ

ルエンジンの 20t トラックに積載し高知市の建設現場まで運搬する。建築資材加工時の CO2発生量

は文献 1)から、1t 当たり 0.15t の CO2を排出し、在来工法に使われる檜の総量は 13.1 トンを加工時

に排出される CO2発生量は、1,965kg となる。 

 

トラック輸送 

そして高知県まで20t トラックで運搬する。輸送距離は300kmとし、区間の燃費は0.8km/Lを採用

した。叉、軽油の二酸化炭素係数は2.64(kg- CO2/L)である。この 20 トントラックで輸送される間の二

酸化炭素量は、 

軽油の使用量(輸送距離×燃費)×二酸化炭素係数より 

986.1kg の CO2放出量を特定できる。 

 

建築工事 

建設現場ではすでに基礎は終わっているとし、その上に木造住宅を建設する。 

建設日数と必要な重機(クレーン)、人員(15 人)、建設者を送迎するバス、建築機材を積むトラックを

考えると、必要な機材とその CO2排出量は在来工法の Table 3-1 と同じ値を使用する。 

2×4工法の・柱・梁・筋交いの住宅の枠の部分を建設できる日数は3日間とする。1日の建築時間を

8時間とする。また従業員の送迎時間を 1時間とすると、CO2総排出量は 403.2kg となる。 

 

以上により、2×4 工法は資材製造段階から施工段階まで 5,577.1kg の CO2が発生する。 
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3-2-3 鉄骨プレハブ工法 

 

柱材として一般構造用角型鋼管 STKR400、梁材として一般構造用圧延鋼材として SS400 が用い

られているが、どちらの鋼材も低炭素鋼である。柱や梁は全て軽量鉄骨で造られ､ある程度は工場

で接続されていますが、現場にてそれらの部材をボルト等で緊結して骨組みを造り、やはりこれも

工場で生産されたパネル状にされた屋根や壁、床の部材を繋げていって構造体を作製する。従

って現場での工期を非常に短くすることが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3-5 鉄骨プレハブ工法の模式図（ミサワホーム） 

http://www.misawa.co.jp/A-sumainavi/naviB/navi06.html 

 

オーストラリア産(ピルバラ地区でダンピアまで 300km の地点)から建築工事までの過程は次のとお

りである。 

 

採掘現場 → 鉄道輸送 → 集積地(ダンピア) → 船で運搬(神戸まで) 

 

→ 製鉄(鉄骨部品) → トラック輸送 → 建設工事 
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豪州の鉱山 7000km 300km 

２０ｔトラック 

200km 

国内製鉄所 鉄骨住宅 
 

Fig.3-6 鉄鋼までの輸送過程 

 

採掘現場 

鉄鋼 5t を作り出す鉄鋼石量は 7.7t である。 

文献 1)より 7.7t の鉄鉱石を採掘時の CO2量は、採掘量 t 2CO× 排出量(kg- CO2)で求めることがで

きる。 

18.3×7.7＝140.9kg 

 

鉄道輸送 → 集積地(ダンピア) 

輸送時に発生するCO2量は、つぎに切り出された 7.7t の鉄鉱石を産地から鉄道(ディーゼル機関

車)でダンピア(オーストラリア)まで運搬するとし、ディーゼル機関車の燃費は文献 3)より軽油

0.0128(L/t･km)、運搬距離運搬距離は 300km とし、29.6L×2.64 (kg- CO2/L)の式により鉄道により

78.1kg の CO2発生量が求められる。 

 

船で運搬(神戸まで) 

海上輸送ではダンピア(オーストラリア)からから日本(神戸)まで鉄鉱石運搬船(コンテナ船のパナマ

ックス級(5～７万トン)船舶による輸送とし、運搬距離 8,000km とし計算した。またこの船舶は 2×4 工

法と同じように日本まで木材を輸送したのち、空の船が帰ると考える。 

Fig3-2 より海上輸送時の CO2発生量は燃料消費量(航海時+碇泊時＝57.6+1.8＝59.4)×C 重油の

CO2排出量 2.94(kg- CO2/L)/C 重油の密度は 0.93t/m
3であり 187.7kg の CO2排出量を排出する。 
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製鉄(鉄骨部品) 

鉄鉱石から鉄鋼にする過程を Easy－LCA を用いて計算する。 

構成種別は原材料、大分類は金属製品、中分類は建設用金属製品、材料名軽量鉄骨で、鉄骨部

品としての重量を入力し計算した。その結果 7,193.7kg という CO2排出量が得られた。 

 

トラック輸送 → 建設工事 

 鉄骨プレハブ工法では、工場(神戸)でトレーラーにより工事現場に運んでその場で組み立てるとい

う方式をとる。つまり基礎ができているという仮定で、1 日で工期が終わる。 

また鉄骨プレハブ工法の・柱・梁・筋交いの住宅の枠の部分を建設できる日数は工場で 1日(鉄骨の

部分の組み立てに 8 時間)とする。そして建築現場で 1 日の建築時間(設置)を 8 時間、従業員の送

迎時間を1時間、トラックによる輸送(建設機材、材料)は 5時間とすると、CO2排出量は155.6 kg とな

る。 

 

以上より、鉄骨プレハブ工法の総 CO2排出量は、7,756kg と見積もることができる。 
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4.結論と考察 

 

前章の検討の結果、3種類の住宅の建築工事までの段階で発生するCO2量を図示すると Fig.4-1 

のようになる。 

0

2000

4000

6000

8000

10000

CO2排出量(ｔ）

建築段階 1413.3 403.2 155.6

輸送段階 328.7 3208.9 1331.9

製材段階 2723 1965 7334.6

在来工法 2×4工法
鉄骨プレハ
ブ工法

    Fig.4-1 ３種類の工法による CO2発生量比較 

 

この図は高知市に 40 坪の住宅を建設するとき、基本構造について主要な構造材料である木材と

鋼による、施工段階までの CO2発生量である。木造建築の木は大気中の CO2を吸収しその体内に

固定する。使用木材の半分が炭素(２５０ｋｇ)だとすると、１件の家で約７ｔの炭素を固定することになる。

つまり炭素の収支はマイナスとなる。これに対して生産時に鉄骨プレハブ工法では材料生産段階に

多くの CO2が排出されるが炭素の固定はほぼない。 

在来工法より 2×4 工法は木材が少なくてすむが、長距離輸送による CO2発生量で総合的に 2×4

工法は CO2を多く出している。 

鉄骨プレハブ住宅は、今回の結果では製造段階で1番多くCO2が発生したと見られる。製鉄時に炭
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素は鉄の還元だけでなく、鉄鉱石を溶かす熱の元となっている 

鉄骨プレハブ工法の建築段階での CO2 排出量が少ないのは工場で部材を作って現場では設置す

るだけの作業となるためと思われる。 

 

これからの問題点 

今回の LCA ではインベントリ分析の途中までしか行っておらず、ライフサイクル全体にわたるもの

ではない。またコンクリートや風呂などの水周り、配線工事など多くの検証できていない項目が多く 1

つ 1 つ積み重ねていくしかない。 

リサイクルした鉄鋼を使用した鉄骨プレハブ住宅の結果も入れなくてはならない。 

建築時、または解体、建物維持などで問題となるＢＯＤ、ＣＯＤの影響も調べる必要がある。 

この研究では CH4について調査してないが、CH4は CO2とくらべて 20 倍の地球温暖化効果があ

るといわれている。CH4は主に家畜や自然の土壌から排出されるが、木材など建築部材を産廃として

埋め立てられたあと排出されることが分かっている。このことも踏まえ、総合的な環境影響評価を行い

ＬＣＡを完結するだけでなく、どのような建築方法を行えば環境に対する負荷を与えるか、考える必

要がある。また環境に対する環境影響評価と建築時の価格を比較し、いかに地元の木材を扱っても

らうか、問題は多い。 
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